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２ 新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例の適用状況 〔第３表〕 

 

〇 令和２年４月の国の緊急経済対策における税制上の措置として収入が大幅に減少し

た場合等に、無担保かつ延滞金なしで、１年間納税を猶予できる特例制度 

・令和２年２月１日から令和３年２月１日までに納期限が到来する地方税に適用 

・令和２年２月以降の１ヶ月以上の任意の期間における収入が前年同月期比 20%以上

の減少かつ、一時に納税が困難であると認められる場合に適用可能 

 

第３表 地方税法附則第 59 条の規定による徴収猶予の特例の適用状況 
（「徴収猶予の特例等に係る適用状況調」から） 

新潟県 全国 新潟県 全国
　個人住民税(都道府県分含む) 73,389 18,305,684 5.3 8.7
　法人市町村民税 317,582 41,781,639 22.9 19.9
　固定資産税・都市計画税 909,778 139,364,780 65.6 66.3
　軽自動車税 1,195 81,282 0.1 0.0
　入湯税 1,987 160,741 0.1 0.1
　事業所税 82,359 10,429,995 5.9 5.0
　その他 50 172,598 0.0 0.1

1,386,340 210,296,719 100.0 100.0

令和元年度分 28,915 3,056,009 2.1 1.5
令和２年度分 1,357,425 207,240,710 97.9 98.5

（注） 1 令和２年５月から令和３年２月までの適用実績累計額を記載している。

　（令和２年度課税分及び令和元年度課税分の累計額を記載している。）

2 国民健康保険税（料）分は含まない。

3 既存制度分（地方税法第15条の規定による徴収猶予）は含まない。

4 各税目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。
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構成割合

課税年度
別内訳

（単位：千円、%）令和２年２月末現在

特例猶予額
税　　目

 
 

 
３ 令和元年度市町村税の不納欠損の状況 〔第４表〕 

 

第４表 令和元年度市町村税の税目別不納欠損の状況（「市町村税の不納欠損額調」等から） 

 

区分

税目 新潟県 全国 新潟県 全国 新潟県 全国

個人市町村民税 2.3 225 20.4 44.7 0.2 0.3

法人市町村民税 0.3 25 3.0 4.9 0.1 0.1

固定資産税 8.1 217 71.2 43.1 0.5 0.2

都市計画税 0.4 21 3.8 4.2 0.3 0.2

軽自動車税 0.2 13 1.6 2.7 0.2 0.5

その他 0.0 2 0.0 0.4 0.0 0.0

合計 11.3 504 100.0 100.0 0.3 0.2

（注）1 本税分のみの額であり、延滞金、加算金等は含まない。

2 国民健康保険税（料）及び市町村交付金分は含まない。

3 各税目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

不納欠損額 税目別の構成割合 税収額に対する割合

（単位：億円、%）
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